
 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始のお知らせ 
 
次のとおり提案書の提出を求めます。 

  平成２４年７月２０日 
世田谷区 

 

１ 業務概要 

（１）件名 

世田谷区第２期文化・芸術振興計画策定に伴う調査・分析及び原案作成委託 

（２）目的 

世田谷区文化・芸術振興計画の次期計画となる「（仮称）世田谷区第２期文

化・芸術振興計画（以下、「第２期計画」という。）」（平成２６年度～２９年度

の計画期間を想定）策定の基礎資料とするため、文化・芸術活動施設及び文化・

芸術活動に関する実態調査の実施とその分析を行わせるとともに、「第２期計

画」の原案作成及び「第２期計画」策定検討委員会の事務補助等を行わせるた

め、事業者を選定する。 

（３）業務内容 

   以下の項目について委託する。 

① 文化・芸術活動施設に関する実態調査（区内の民間施設・大学・公共施設）

に係る調査対象施設リストの作成及び各調査用紙の設計・集計 

② 文化・芸術活動に関する実態調査（区内の団体・個人）に係るリストの作成

及び団体の調査用紙の設計・集計 

③ 上記①②の調査結果に基づく分布地図等の作成 

④ 上記①②の調査結果の分析及び平成２４年度区民意識調査「文化活動につい

て」の分析 

⑤ 上記④の分析結果に基づく総合分析及び評価 

⑥ 上記④の分析に基づく各報告書の作成及び上記⑤の総合分析・評価に基づく

全体報告書の作成 

⑦ 「第２期計画」の原案（「第２期計画」で重点的に取り組むべき施策等）の

作成 

⑧ 「第２期計画」策定検討委員会の事務補助等 

（４）履行期限 

契約の日から平成２５年３月２９日（金）まで 

 

２ 参加資格 

  次の要件を満たす事業者であること。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第１項にお

いて準用する場合も含む。）の規定に該当する者でないこと。また同条第２項

による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 



 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこ

と。 

（４）都道府県民税・市町村民税に滞納がないこと。 

（５）過去に同種・類似の調査分析及び行政計画策定支援業務を受託した実績があ

ること。 

 

３ 提案書の提出者を選定する基準 

本件では提案書提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみ行う。 

 

４ 提案書を特定するための評価基準 

（１）同種・類似業務の実績 

（２）業務実施体制 

（３）業務の実施に必要な内容についての理解度等 

（４）業務実施方針 

・各調査（リスト作成、設計・集計・分析・報告書作成）を的確かつ効率的

に行う手法・能力 

・分布地図等を的確かつ効率的に作成する手法・能力 

・「第２期計画」原案を的確かつ効率的に作成する手法・能力 

・「第２期計画」策定検討委員会の補助等を的確に行う支援能力 

・工程計画の管理能力 

（５）提案内容の明確性、実現可能性 
（６）見積金額及び内容の妥当性 

 

５ 手続等 

（１）担当部課 

 世田谷区生活文化部文化・国際課 担当 宮本・古川 

〒154－8504 世田谷区世田谷４－２１－２７ 第一庁舎１階５番窓口 

電話 ０３－５４３２－２１２８  ＦＡＸ ０３－５４３２－３００５ 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

交付期間：平成２４年７月２０日（金）から８月２日（木）まで 

交付場所：区ホームページ文化・スポーツ→おしらせにて公開及び（１） 

交付方法：区ホームページからのダウンロードまたは（１）の窓口で配布 

（３）参加表明書の受領期限並びに提出場所及び方法 

受領期限：平成２４年８月２日（木）午後５時まで 

提出場所：（１）に同じ 

提出方法：持参または郵送（締切日必着。郵送は、書留郵便に限る。） 

（４）提案書の受領期限並びに提出場所及び方法 

受領期限：平成２４年８月２７日（月）午後５時まで 
提出場所：（１）に同じ 
提出方法：持参または郵送（締切日必着。郵送は、書留郵便に限る。） 



 

６ その他 

（１）手続きにおいて使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）契約保証金：免除 

（３）契約書作成の要否：要 

（４）当該業務に直接関連する他の委託契約を当該業務の委託契約相手先との随意

契約により締結する予定の有無：有 

（仮称）世田谷区第２期文化・芸術振興計画策定支援業務委託 

（５）関連情報を入手するための照会方法 

担当部課、区ホームページ、区政情報センターなど 

（６）区は、世田谷区情報公開条例に基づき、この案件に参加を表明した者及び提

案書を提出した者の商号・名称並びに提案書を特定した理由（審査経過等）を

公表することができる。 

（７）詳細は説明書による。 


